
様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和６年３月に策定した「新庁舎整備等基本計画」に基づ
き、財政負担の軽減、来庁者等の利便性向上、街区のにぎわい創出など
に資することを目的に導入する民間機能について、令和８年度以降に予
定している事業者公募に向けて、実施方針及び公募要項案等の策定支
援や事業者選定委員会の運営支援等を行うものである。
　本業務において、導入機能の方向性の具体化、最適な事業スキームの
深堀り、その他民間事業者の参入意欲の創出・向上を適切に実施する必
要があり、「新庁舎整備等基本計画」を理解し、民間事業者との個別対話
を踏まえた上で、新庁舎との親和性や新庁舎及び市民広場とともに常に
活気とにぎわいのある、地域の複合交流拠点の形成に寄与する方向性を
限られた期間内に導き出すことが求められる。
　よって、業務受託者の選定方法として、価格要素のみではなく、受託者
の企画提案力やアウトプット、そこに至るまでの検討過程を総合的に評価
できる、公募型プロポーザル方式を採用し、最優秀提案者を特定の上、
随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
８,４６５,３８０円

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 6 月 3 日

ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部都市経営戦略部業 務 主 管 課 所 名

令和７年度さいたま市新庁舎整備に伴う民間機能検討支援業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は市民自らが市の隠れた魅力ある地域資源を選び出し、デザイ
ン的視点で訴求する情報誌を制作する業務である。
　当該事業は市民参加によって情報誌を制作する過程が重要となる。市
民ライターの公募、原稿制作のレクチャー及びワークショップを提案者に
委ねることにより、民間が持つノウハウや創意工夫、ネットワークを最大限
引き出す必要があることから、受託者の選定方法として、公募型プロポー
ザル方式を採用した。
　上記方式により、最高評価を得た業者と随意契約により契約を締結し
た。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 6 月 2 日

総合商研株式会社
さいたま営業所

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
５,３０６,７３９円

都市戦略本部都市経営戦略部業 務 主 管 課 所 名

令和７年度さいたま市市民参加による魅力発信情報誌制作等業務件 名

さいたま市浦和区常盤６－４－４さいたま市役所外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　令和６年度に、西区役所において、本業務と同様「書かない窓口」の導
入を前提とした「業務量調査」及び「業務改善支援」を実施した。令和６年
度業務委託者は、本市の区役所業務における実情等を熟知し、「書かな
い窓口」の導入効果を最大限引き出すノウハウや知識・知見等がすでに
備わっているうえ、業務分析・可視化ツール「GovmatesPit」に登録されて
いる西区役所の業務手順書情報や同規模自治体の手順書等を活用した
ＢＰＲに取り組むことで、改善施策の円滑な横展開・模倣や、１０区のベン
チマーキングにより書かない窓口導入の効果を最短で発揮することが可
能となる。上記を含めた総合的な観点で本市にとっては「有利」であると考
えるため、随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号

契 約 金 額
４,７３０,０００円

さいたま市浦和区常盤６－４－４　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 14 日

株式会社ガバメイツ契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市区役所業務における業務改革支援業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、「さいたま市統合基盤等システムソフトウェア賃貸借」で導入
した「連携基盤システム」について、令和７年度にガバメントクラウド上に構
築するオブジェクトストレージを経由し、ガバメントクラウド上に構築する選
挙システム、後期高齢者医療システム、国民健康保険システム、健康管
理システムが庁内システムとデータ連携できるよう、ファイル連携用フォル
ダを作成し、連携検証作業を実施するものである。

　これらの作業は、連携基盤システムの仕様、業務ソフトウェアに関する詳
細な情報及び対応するための知識を有している必要があり、システムの詳
細な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築業者である富
士通Ｊａｐａｎ株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業が出来ないた
め、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方公共団体の物品等または特定役務の調達手続の特例
を定める政令第１１条第１項第１号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 25 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４８,４００,０００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市連携基盤システム標準化対応業務（令和7年度追加分）件 名

さいたま市内　さいたま市データセンター外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、「さいたま市統合基盤等システムソフトウェア賃貸借」で導入
した「番号連携システム」について、ガバメントクラウド上に構築する、国民
健康保険システム、健康管理システムとのデータ連携検証作業を実施す
るものである。

　これらの作業は、番号連携システムの仕様、業務ソフトウェアに関する詳
細な情報及び対応するための知識を有している必要があり、システムの詳
細な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築業者である富
士通Ｊａｐａｎ株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業が出来ないた
め、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方公共団体の物品等または特定役務の調達手続の特例
を定める政令第１１条第１項第１号

契 約 金 額
３７,４００,０００円

さいたま市内　さいたま市データセンター外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 25 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市番号連携システム標準化対応業務（令和7年度追加分）件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和７年度にさいたま市国民健康保険システム・後期高齢者
医療システムがガバメントクラウドへ移行することに伴い、各システムとさい
たま市住民記録システムとの間で国の定める機能別連携仕様に則った新
規の連携が発生する予定である。本業務は、現行の住民記録システムに
対し、国の定める機能別連携仕様に則った連携がさいたま市統合基盤を
介して可能となるよう機能を追加するものである。

　これらの作業は、さいたま市住民記録システムの仕様、業務ソフトウェア
に関する詳細な情報及び対応するための知識を有している必要があり、
システムの詳細な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築
業者である富士通Ｊａｐａｎ株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業
が出来ないため、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 25 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
２,２００,０００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市システム標準化における住民記録システムIF改修業務件 名

さいたま市内　さいたま市データセンター外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

支払限度額

　本業務は、情報システム最適化の一環として「スケールメリットを生かした
費用削減」を実現することを目的とし、大量印刷について運用負担の軽減
を図るため、基幹系システムより出力される帳票データ処理を外部委託に
一括して業務を行うものである。

　当初、一般競争入札を実施し、1者の入札があったが、落札者がなかっ
た。

　本業務が遅延することにより市民に影響を及ぼす恐れがあり、改めて競
争入札に付す時間的余裕がなかったことから、随意契約によることとし、
入札参加者の中から随意契約を希望する者を募ったところ、当該業者が
応じたため随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第５号

契 約 金 額

（内訳）

２９,９１１,１０１円 宛名シール40円/１枚

事業所税申告書280円/１枚

外116種類

さいたま市浦和区常盤６－４－４外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 1 日

株式会社コタニ
浦和営業所

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市帳票印刷業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和７年度にさいたま市国民健康保険システムがガバメント
クラウドへ移行することに伴い、障害福祉システムとの間で国の定める標
準仕様のデータ項目に則った新規の連携が発生する予定である。本業
務は現行の障害福祉システムに対し、国の定めるデータ項目に則った連
携がさいたま市統合基盤を介して可能となるよう機能を追加するものであ
る。

　これらの作業は、さいたま市障害福祉システムの仕様、業務ソフトウェア
に関する詳細な情報及び対応するための知識を有している必要があり、
システムの詳細な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築
業者である富士通Japan株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業
が出来ないため、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 5 月 9 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
４,２５７,０００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市システム標準化における障害福祉システムIF改修業務件 名

さいたま市データセンター外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和７年度にさいたま市就学援助システム、生活保護システ
ム、健康管理システムがガバメントクラウドへ移行することに伴い、各シス
テムとさいたま市税システムとの間で国の定める機能別連携仕様に則っ
た新規の連携が発生する予定である。本業務は、現行の税システムに対
し、国の定める機能別連携仕様に則った連携がさいたま市統合基盤を介
して可能となるよう機能を追加するものである。

　これらの作業は、さいたま市税システムの仕様、業務ソフトウェアに関す
る詳細な情報及び対応するための知識を有している必要があり、システム
の詳細な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築業者であ
る富士通Ｊａｐａｎ株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業が出来な
いため、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
３３,５５０,０００円

さいたま市内　さいたま市データセンター外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 25 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市システム標準化における税システムIF改修業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、平成２９年９月から自治体間で開始された番号制度に係る情
報連携（以下本稼働）に対応するため、平成２７年度にさいたま市で構築
した番号連携サーバ及び中間サーバの、本稼働後のデータ標準レイアウ
トの改版への対応を実施するものである。

　番号連携サーバ及び中間サーバの本稼働後のデータ標準レイアウトの
改版への対応については、既存システムの開発、保守運用を行い、シス
テムの仕様に関する詳細情報と著作権を有する富士通Japan株式会社埼
玉・群馬公共ビジネス部以外には実施できないため、当該相手方と随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 30 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１８,４５０,３００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市統合基盤システム番号制度令和7年度データ標準レイアウト改
版対応業務

件 名

さいたま市データセンター外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、令和７年度に標準化・ガバメントクラウドへ移行する各業務シ
ステムについて、確実かつ迅速に稼働を行うために、現行の住民記録シ
ステムから住記宛名のセットアップデータを抽出し、各業務システムと現行
住記宛名のデータを連携できるよう対応するものである。

　住民記録システムからのデータ抽出については、現行システムの開発、
保守運用を行い、システムの仕様に関する詳細情報と著作権を有する富
士通Japan株式会社埼玉・群馬公共ビジネス部以外には実施できないた
め、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
１９,３６０,０００円

さいたま市内　さいたま市データセンター外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 25 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市住民記録システム標準化に伴う連携テスト対応業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、平成２９年９月から自治体間で開始された番号制度に係る情
報連携（以下本稼働）に対応するため、平成２７年度にさいたま市で構築
した番号連携サーバ及び中間サーバの、本稼働後の中間サーバ機器更
改にともない番号連携システムと中間サーバを接続する新VPN装置の機
器更改をするものである。

　番号連携サーバ及び中間サーバの本稼働後の新VPN装置を機器更改
するにあたり、既存システムの開発、保守運用を行い、システムの仕様に
関する詳細情報と著作権を有する富士通Japan株式会社埼玉・群馬公共
ビジネス部以外には実施できないため、当該相手方と随意契約により契
約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 5 月 27 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１３,２００,０００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市次期自治体中間サーバー・プラットフォーム移行業務件 名

さいたま市内　データセンター　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、業務システムを次期共通認証システムに切り替える際の作業
立会いおよび業務システムの動作確認を行うことであり、システムの詳細
な情報、ソフトウェアの著作権を有しているシステム構築業者である富士
通Japan株式会社 埼玉・群馬公共ビジネス部でしか作業が出来ないた
め、当該相手方と随意契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
６,４３７,９０４円

さいたま市データセンター外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 5 月 30 日

富士通Ｊａｐａｎ株式会社
埼玉・群馬公共ビジネス部

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市基幹系システム次期共通認証連携対応業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は庁内で既に稼働している統合型地理情報システムに、総務省
統計局から提供を受けるＣＭＳ（センサス・マッピング・システム）データを
セットアップし、地理情報システムから調査区の確認ができるようにすると
ともに、調査員や指導員等が使用する現地調査用の地図を作成する業
務である。

　国勢調査の調査区は、調査員の担当区域を明確にし、調査の重複・脱
漏を防ぎ、調査の正確性を期するために設定されたものであり、調査を正
確かつ円滑に行うためには、担当職員が調査区の確認を迅速に行える事
務環境を整備することが必要であるため、既に庁内で稼働している地理
情報システムにＣＭＳデータを取り込み、情報端末上で、調査区設定時
の人口、世帯数といった属性情報を含めた調査区の検索ができるように
することが不可欠である。こうした機能の提供は、本システムの著作権等、
排他的権利を保有する運用保守管理業者しか履行できないため、随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 22 日

国際航業株式会社
埼玉支店

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
１１,５５０,０００円

都市戦略本部デジタル改革推進部業 務 主 管 課 所 名

さいたま市令和７年国勢調査調査用地図作成等業務件 名

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、地下鉄７号線延伸による結節化という大きなインパクトを踏ま
えた上で、長期的かつ先進的な視点から岩槻駅周辺のまちの将来像を
設定し、将来像の実現に必要なハード・ソフト施策を検討するもので、高
度な創造性や専門性を要する。

　そのため、受託者の実績の詳細や業務遂行能力を測ることができ、かつ
民間事業者の高度な創造性、専門的経験を反映できるような業務仕様を
定めるために、公募型プロポーザルにより選定した優先交渉権者と、随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
９,９５５,０００円

さいたま市浦和区常盤6-4-4　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 6 月 9 日

株式会社エイト日本技術開発
北関東支店

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部未来都市推進部業 務 主 管 課 所 名

令和７年度岩槻駅周辺まちづくり調査等業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、これまでの中間駅まちづくりの取組を踏まえ、地域との連携、
民間事業者との連携を図りながら、まちづくりの実現化方策や土地区画整
理事業の概略計画について検討を行うものであり、将来の新市街地とし
てまちづくりの計画をまとめていくにあたり、既存の枠組みにとらわれず、
先進的な視点により取り組む必要がある。
　そのため、受託者の実績の詳細や業務遂行能力を測ることができ、かつ
民間事業者の高度な創造性、専門的経験を反映できるような業務仕様を
定めるために、公募型プロポーザルにより選定した優先交渉権者と、随意
契約により契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 5 月 30 日

PwC・ランドブレイン特定共同企業体契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
５１,１９７,９６０円

都市戦略本部未来都市推進部業 務 主 管 課 所 名

令和７年度地下鉄７号線中間駅周辺地区まちづくり検討業務件 名

さいたま市岩槻区浮谷地内外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容



様式第２号（第５条関係）

　本業務は、これまでリノベーションまちづくりの取組をきっかけに生まれ
た事業やイベントにより起こっているまちの変化を、さらに高めるために、
新たなまちのプレーヤーの発掘や、事業化案件の新規創出を行い、地域
価値の向上を図る業務である。
　受託者の実績の詳細や業務遂行能力を測ることができ、かつ民間事業
者の高度な創造性、専門的経験を反映できるような業務仕様を定めるた
めに、公募型プロポーザルにより選定した優先交渉権者と、随意契約によ
り契約を締結した。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 金 額
８,７５６,０００円

さいたま市浦和区常盤6-4-4　外履 行 場 所

契 約 締 結 日 令 和 7 年 6 月 9 日

ランドブレイン株式会社
埼玉事業所

契 約 の 相 手 方 名

公 表 事 項 内 容

都市戦略本部未来都市推進部業 務 主 管 課 所 名

令和７年度岩槻駅周辺リノベーションまちづくり推進業務件 名

業務委託随意契約結果表



様式第２号（第５条関係）

　本業務は地下鉄７号線延伸線計画調査業務として、整備計画、収支計
画、運行計画等について調査・検討する業務である。
　契約の相手方は、延伸事業の補助スキームとして最も適した都市鉄道
等利便増進法を適用するにあたり、国への認定申請を行える鉄道事業団
体である。また、都市鉄道等利便増進法に基づく鉄道整備に関して、整
備主体として唯一、実績を有する団体であることから、事業化へ向けた国
との事前協議や申請手続きを前提にした調査ができる。
　当該業務を遂行できるのは１者しかいないため、特命随意契約とするも
のである。

随意契約によること
とした理由

【根拠法令】地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

契 約 締 結 日 令 和 7 年 4 月 2 日

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
鉄道技術センター

契 約 の 相 手 方 名

契 約 金 額
５９,９９４,０００円

都市戦略本部未来都市推進部業 務 主 管 課 所 名

地下鉄７号線延伸線計画調査業務件 名

さいたま市浦和区常盤6-4-4　外履 行 場 所

業務委託随意契約結果表

公 表 事 項 内 容


